
◯教育のIT化に向けた環境整備４か年計画 

■本格化する政策対応　 
◯自治体による一人１台整備の本格化 
（東京都荒川区、大阪市、武雄市、備前市等） 
◯タブレット導入に取り組む自治体　158 

◯教育におけるICT利活用促進をめざす議員連盟（2015年２月） 
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会長 
　遠藤利明衆議院議員（自） 
会長代行 
　中川正春衆議院議員（民） 
幹事長 
　盛山正仁衆議院議員（自） 
事務局長 
　石橋通宏参議院議員（民） 



開発 　学校の高速ブロードバンド接続、１人１台の情報端末配備、電子黒板や無線 LAN
環境の整備、デジタル教科書・教材の活用等、初等教育段階から教育環境自体の IT
化を進め、児童生徒等の学力の向上と IT リテラシーの向上を図る。  

　これらの取組により、2010 年代中には、全ての小学校、中学校、高等学校、特
別支援学校で教育環境の IT 化を実現するとともに、学校と家庭がシームレスでつな
がる教育・学習環境を構築する。  

◯世界最先端IT国家創造宣言（2013年6月） 
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開発 
　児童生徒1人1台の情報端末によるデジタル教材の活用を始めとする教育の情報化の本
格展開を目指して義務教育段階における実証研究を進めるとともに、実証研究などの状況
を踏まえつつ、デジタル教科書・教材の位置付け及びこれらに関連する教科書検定制度 
といった教科書に関する制度の在り方と併せて著作権制度上の課題を検討する。 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（文部科学省、総務省） 

◯知財計画2012　 　　　（2012年5月） 

開発 　デジタル教科書・教材の位置付け及びこれらに関連する教科書検定制度の在り方に 
ついて、2016 年度までに導入に向けた検討を行い結論を得て、必要な措置を講ずる。 
当該検討を踏まえつつ、関連する著作権制度等の在り方についても 併せて検討を行い、
速やかに結論を得る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (文部科学省） 

◯知財計画2015　 　　　（2015年6月） 



普及 
■本格化する民間対応 

◯タブレット学習メニューの展開 ◯子ども向け機器・アプリの提供 

◯教科書・教材の整備 ◯オンライン学習コースの開発 
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学校内での利活用状況 学校外での利活用状況 

【海外におけるＩＣＴ利活用の進展】 
日本で学校内・学校外でICT活用に取組む生徒の割合は他国に比べ突出して低く、諸外国に大きな遅れ
をとっている。 
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出典：ＯＥＣＤ　ＰＩＳＡ2012 

学校外で月１回以上コンピュータで宿題に取組む生徒の割合 
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出典：ＯＥＣＤ　ＰＩＳＡ2012 

学校で月１回以上コンピュータを使ったグループワークに取組む生
徒の割合 
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出典：ＯＥＣＤ　ＰＩＳＡ2012 

学校で月１回以上コンピュータを使ったドリル学習に取組む生徒の
割合 
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出典：ＯＥＣＤ　ＰＩＳＡ2012 

学校外で月１回以上学校の課題のためにインターネットを使う生
徒の割合 

ＯＥＣＤ生徒の学習到達度調査（ＰＩＳＡ２０１２）より 
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■参考1  総務省資料より 



海外におけるＩＣＴ環境整備の進展 
国名 教育用ＰＣ整備率 調査年 調査対象学年 出典 
米国 3.1人/台 2008年 初等中等教育  米国教育統計センター（NCES）調査 

フィンランド 3.5人/台 2013年 小・中学校相当 
 国家教育委員会提供資料 

2.1人/台 高校相当 

デンマーク 
2.9人/台 

2011年 
小学4年相当 

 European Schoolnetサンプル調査 
 （ESSIE survey）データより推計 2.9人/台 中学2年相当 

2.1人/台 高校2年相当 

オーストラリア 
（ビクトリア州） 

1.3人/台 
2014年 

初等中等教育 
 ビクトリア州教育・幼年期発達省   
 (DEECD)調査 1.9人/台 小学校相当 

1.0人/台 中学・高校相当 

シンガポール 4.0人/台 2011年 初等中等教育  ユネスコ統計局(UIS)資料 
韓国 4.7人/台 2012年 初等中等教育  韓国教育開発院（KEDI）調査 
日本 6.5人/台 2014年 初等中等教育  文部科学省調査 

小学4年：82% 
中学2年：97% 

小学4年相当 中学2年相当 
小学4年：約3割 
中学2年：約5割 

出典：European Schoolnet 2011年調査（ESSIE Survey）結果 
（http://www.eun.org/c/document_library/get_file?
uuid=56f0b01a-844e-479c-994a-419bf2333ded&groupId=43887） 

私有ノートPC・タブレットの学校利用（ＢＹＯＤ）を許可されている児童生徒割合
（欧州各国・2011年） 
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■参考2  総務省資料より 



■論点 

文部科学省　学びのイノベーション事業 実証研究報告書 

・メリット/デメリットは - 効果/検証は 

・いつまで議論、効果検証を続ければよいか 
・教科書だけ紙であることのメリットは何か 

・併用か否か、科目は、学年は 　→ 現場 

・コスト　　　　　　　　　　　 → 政治 

・不安 
　・画一的になる 
　・読まなくなる 
　・目が悪くなる…　　　　　　 →利用 

→ 本格利用を 
 　決断・実行 
 　すべきではないか 
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